
令和３年度
東海管内における中山間地域等直接支払制度の

実施状況について

令和４年８月

東海農政局農村振興部農村計画課



◆東海農政局管内の実施状況（令和３年度実績）

注：塗りつぶしは、「特定農山村法」「山村振興法」「過疎地域自立促進特別措置法」
「半島振興法」「離島振興法」「棚田地域振興法」のいずれかの対象地域となって
いるか、又は知事が指定する自然的、社会的条件が不利な地域（特認地域）と
なっていて、令和３年度において取組が行われた市町村

中山間地域等直接支払制度の交付市町村

注： 全国都府県の数値は、草地の割合が高い北海道を除いた数値である。（以下同じ）
注： 市町村数については、各年度３月末時点の市町村数。
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岐阜県 愛知県 三重県

１ 市町村数
東海農政局管内において、令和３年度に中山間地域等直接

支払交付金の交付を行った市町村は、昨年度と同数の47市
町村でした。

促進計画を策定した市町村に対する交付市町村の割合（交
付市町村率）は96%となっています。

県別では、岐阜県25市町村（96%）、愛知県６市町村
（100%）、三重県16市町（94%）となっています。
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３ 交付面積及び交付金額
交付面積は13,049haで、令和２年度の12,821haから228ha増加しています。
交付金額は約18億２千万円で、県別では岐阜県約13億１千万円、愛知県約2億２千万円、三重県約３億

円となっています。

注： 集落協定とは、対象農用地において農業生産活動等を行う複数の農業者等が締結する協定。
個別協定とは、対象農用地において認定農業者等が所有権等を有する者との間で利用権の設定等や農作業受委託契約に基づき締結 する協定。

注： 基礎単価とは、適正な農業生産活動等に取り組む場合の交付単価。
体制整備単価とは、適正な農業生産活動等に加え、農業生産活動等の体制整備のための取組を行う場合の交付単価。

注： ［割合］は、各県の協定数の管内全協定数に対する割合。

注： 基礎単価及び体制整備単価とも、集落協定と個別協定を合計したもの。
注： ［割合］は、各県の交付面積及び交付金額の、管内の全交付面積及び全交付金額に対する割合。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある（以下同じ）。

２ 協定数
交付金を交付した協定数は1,362協定で、令和２年度の1,348協定から14協定増加しています。
将来に向けて農業生産活動を継続するための、より前向きな取組（体制整備単価）を行う協定は1,108

協定で、体制整備単価に取り組む協定の割合（体制整備単価率）は81％となっています。

管内全協定数に対する各県協定数の割合

管内全交付金額に対する各県交付金額の割合
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（単位：協定）
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４ 地目別・基準別交付面積
地目別の交付面積の割合は、管内では全体の

98%を田が占めており、県別でもほぼ同様の割合
となっています。全国都府県では田が81%となっ
ており、管内の交付面積は、全国都府県に比べて田
の割合が高くなっています。

地目別・基準別交付面積の割合

注： [割合]は、各加算措置面積の交付面積計に対する割合。
注： 加算措置は、以下の５種類。

①棚田地域振興活動加算：棚田地域振興活動計画に基づき、棚田地域の振興を図る取組を行う場合の加算。
②超急傾斜農地保全管理加算：超急傾斜の農用地の保全や有効活用に取り組む場合の加算。
③集落協定広域化加算：他の集落内の対象農用地を含めて協定を締結して、当該協定に基づく活動において主導的な役割を担う人材を確保した上で取組を行う場合の加算。
④集落機能強化加算：新たな人材の確保や集落機能を強化する取組を行う場合の加算。
⑤生産性向上加算：農業生産性の向上を図る取組を行う場合の加算

5 加算措置への取組
加算措置に取り組む面積（加算措置面

積）は、管内では棚田地域振興活動加算
107ha、超急傾斜農地保全管理加算
167ha、集落協定広域化加算219ha、集
落機能強化加算332ha、生産性向上加算
1,006haとなっており、加算措置面積の
全交付面積に対する割合は、いずれも全国
都府県と比べて少なくなっています。
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12,732  ［ 97.6% ］ 8,895   ［ 97.8% ］ 1,819   ［ 97.7% ］ 2,018   ［ 96.5% ］ 268,205 ［ 81.1% ］

急傾斜 5,970    ［ 45.7% ］ 4,285   ［ 47.1% ］ 588     ［ 31.5% ］ 1,097   ［ 52.4% ］ 135,605 ［ 41.0% ］

緩傾斜 6,659    ［ 51.0% ］ 4,517   ［ 49.7% ］ 1,232   ［ 66.1% ］ 910     ［ 43.5% ］ 126,755 ［ 38.4% ］

高齢化率・耕作放棄地率 104      ［ 0.8% ］ 92      ［ 1.0% ］ -        ［ - ］ 11      ［ - ］ 1,921     ［ 0.6% ］

小区画・不整形 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 173       ［ 0.1% ］

8法地域内特認 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 3,751     ［ 1.1% ］

314      ［ 2.4% ］ 196     ［ 2.2% ］ 44      ［ 2.3% ］ 74      ［ 3.5% ］ 44,627   ［ 13.5% ］

急傾斜 136      ［ 1.0% ］ 55      ［ 0.6% ］ 8        ［ 0.4% ］ 73      ［ 3.5% ］ 28,979   ［ 8.8% ］

緩傾斜 172      ［ 1.3% ］ 135     ［ 1.5% ］ 36      ［ 1.9% ］ 1        ［ 0.0% ］ 10,352   ［ 3.1% ］

高齢化率・耕作放棄地率 6         ［ 0.0% ］ 6        ［ 0.1% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 187       ［ 0.1% ］

8法地域内特認 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 5,109     ［ 1.5% ］

3         ［ 0.0% ］ 3        ［ 0.0% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 4,264     ［ 1.3% ］

急傾斜 0         ［ 0.0% ］ 0        ［ 0.0% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 1,402     ［ 0.4% ］

緩傾斜 2         ［ 0.0% ］ 2        ［ 0.0% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 2,614     ［ 0.8% ］

草地比率の高い草地 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -          ［ - ］

高齢化率・耕作放棄地率 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 55        ［ 0.0% ］

8法地域内特認 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 193       ［ 0.1% ］

1         ［ 0.0% ］ 1        ［ 0.0% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 13,423   ［ 4.1% ］

急傾斜 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 9,509     ［ 2.9% ］

緩傾斜 1         ［ 0.0% ］ 1        ［ 0.0% ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 3,911     ［ 1.2% ］

8法地域内特認 -         ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ -        ［ - ］ 4          ［ - ］

13,049  ［ 100% ］ 9,094   ［ 100% ］ 1,863   ［ 100% ］ 2,092   ［ 100% ］ 330,520 ［ 100% ］

注：　［割合］は、各地目・各基準交付面積の各交付面積計に対する割合。

注：　８法地域内特認とは、傾斜以外の不利条件により都道府県知事が定める基準に該当する農用地。

田

畑
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採草放牧地

（単位：ha）

計

全国都府県

令和３年度交付面積 ［割合］

岐阜県 愛知県 三重県

管内

（単位：協定、ha）

協定数 協定数 協定数 協定数 協定数

岐阜県 6       94        [ 1.0% ] 15     95        [ 1.0% ] 9       199      [ 2.2% ] 4       264      [ 2.9% ] 32     883     [ 9.7% ]

愛知県 2       13        [ 0.7% ] 6       22        [ 1.2% ] 3       20        [ 1.1% ] 5       55        [ 3.0% ] 6       63       [ 3.4% ]

三重県 -       -          [ - ] 19     50        [ 6.1% ] -       -          [ - ] 2       13        [ 1.6% ] 2       60       [ 7.3% ]

8       107      [ 0.9% ] 40     167      [ 1.4% ] 12     219      [ 1.9% ] 11     332      [ 2.8% ] 40     1,006   [ 8.5% ]

305   5,847    [ 1.8% ] 1,830 14,928  [ 4.5% ] 210   9,154    [ 2.8% ] 443   12,694  [ 3.8% ] 1,420 35,016 [10.6% ]

管内

全国都府県

棚田地域振興活動加算 超急傾斜農地保全加算 集落協定広域化加算 集落機能強化加算 生産性向上加算

令和３年度　加算措置取組状況

面積 面積 面積 面積 面積



７ 集落協定における協定の規模の分布
集落協定における農用地面積規模別の協定数をみると、

管内では、5ha未満が44%を占めており、県別では、岐阜
県40%、愛知県52%、三重県49%となっています。全国
都府県では34%となっており、全国都府県に比べて面積の
小さい協定の割合が高くなっています。

集落協定における農用地面積別協定数の割合

6 集落協定の概要
1集落協定当たりの参加者数は、管内21人、全国

都府県21人でした。また、１集落協定当たりの交
付面積は管内10ha、全国都府県14haで、1集落
協定当たりの交付金額は管内134万円、全国都府県
190万円でした。

管内の集落協定は、全国都府県の集落協定に比べ
て、交付面積が小さくなっています。

1協定あたりの平均
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全国都府県

岐阜県 愛知県 三重県

23 22 21 23 17 20 21

9 9 10 11 7 9 14

126 133 134 153 80 129 190

令和３年度

管　　内

令和元年度 令和２年度
令和３年度

1協定あたり参加者数 （人）

1協定あたり交付面積 （ha）

1協定あたり交付金額 （万円）

21 10

134

21 14

190

0

50

100

150

200

参加人数(人） 交付面積（ha） 交付金額(万円）

東海 全国都府県

827 327 243 109 53 45 32 15 3 -

[ 100% ] [ 40% ] [ 29% ] [ 13% ] [ 6% ] [ 5% ] [ 4% ] [ 2% ] [ 0% ] [ - ]

271 142 76 32 10 8 3 - - -

[ 100% ] [ 52% ] [ 28% ] [ 12% ] [ 4% ] [ 3% ] [ 1% ] [ - ] [ - ] [ - ]

224 110 56 17 13 20 5 3 - -

[ 100% ] [ 49% ] [ 25% ] [ 8% ] [ 6% ] [ 9% ] [ 2% ] [ 1% ] [ - ] [ - ]

1,322 579 375 158 76 73 40 18 3 -

[ 100% ] [ 44% ] [ 28% ] [ 12% ] [ 6% ] [ 6% ] [ 3% ] [ 1% ] [ 0% ] [ - ]

23,266 7,805 6,214 3,277 1,908 1,956 1,316 621 154 15

[ 100% ] [ 34% ] [ 27% ] [ 14% ] [ 8% ] [ 8% ] [ 6% ] [ 3% ] [ 1% ] [ 0% ]

100ha以上

400ha未満

400ha以上

注：　［割合］は、各農用地面積規模別協定数の全協定数に対する割合。

30ha未満

30ha以上

50ha未満

50ha以上

100ha未満

全国都府県

令和３年度　農用地面積規模別集落協定数 ［割合］

計 5ha未満 20ha以上

岐阜県

愛知県

5ha以上

10ha未満

10ha以上

15ha未満

三重県

管内

15ha以上

20ha未満



８ 集落協定の活動内容
（１）集落マスタープラン（集落の10～15年後の将来像を実現するための５年間の活動計画）の内容

集落マスタープランにおいて、目指すべき将来像の内容は、「将来にわたり農業生産活動等が可能
となる集落内の実施体制構築」が90%で最も多くなっています。

また、将来像を実現するための活動方策の内容は、「共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整
備」が77%で最も多くなっています。
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将来にわたり農業生産活動等が可

能となる集落内の実施体制構築 1,196  ［ 90% ］ 713   ［ 86% ］ 267   ［ 99% ］ 216   ［ 96% ］ 20,456  ［ 88% ］

協定の担い手となる新たな人材の育

成・確保 272    ［ 21% ］ 231   ［ 28% ］ 7      ［ 3% ］ 34    ［ 15% ］ 4,512    ［ 19% ］

協定参加者それぞれが、作物生産、

加工・直売等さまざまな工夫により

再生可能な所得を確保
33     ［ 2% ］ 31    ［ 4% ］ 1      ［ 0% ］ 1      ［ 0% ］ 1,026    ［ 4% ］

その他 87     ［ 7% ］ 79    ［ 10% ］ 1      ［ 0% ］ 7      ［ 3% ］ 1,854    ［ 8% ］

集落協定総数 1,322  ［ 100% ］ 827   ［ 100% ］ 271   ［ 100% ］ 224   ［ 100% ］ 23,266  ［ 100% ］

機械・農作業の共同化等営農組織の育成 203    ［ 15% ］ 151   ［ 18% ］ 18    ［ 7% ］ 34    ［ 15% ］ 3,556    ［ 15% ］

高付加価値型農業 16     ［ 1% ］ 8      ［ 1% ］ 3      ［ 1% ］ 5      ［ 2% ］ 599      ［ 3% ］

農業生産条件の強化 56     ［ 4% ］ 36    ［ 4% ］ 4      ［ 1% ］ 16    ［ 7% ］ 1,638    ［ 7% ］

担い手への農地集積 161    ［ 12% ］ 122   ［ 15% ］ 9      ［ 3% ］ 30    ［ 13% ］ 2,834    ［ 12% ］

担い手への農作業の委託 228    ［ 17% ］ 168   ［ 20% ］ 22    ［ 8% ］ 38    ［ 17% ］ 2,524    ［ 11% ］

新規就農者等による農業生産 22     ［ 2% ］ 14    ［ 2% ］ 5      ［ 2% ］ 3      ［ 1% ］ 481      ［ 2% ］

地場産農産物等の加工・販売 21     ［ 2% ］ 18    ［ 2% ］ -      ［ 0% ］ 3      ［ 1% ］ 490      ［ 2% ］

消費・出資の呼び込み 6       ［ 0% ］ 6      ［ 1% ］ -      ［ 0% ］ -      ［ 0% ］ 84       ［ 0% ］

共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整備 1,013  ［ 77% ］ 581   ［ 70% ］ 239   ［ 88% ］ 193   ［ 86% ］ 17,067  ［ 73% ］

その他 99     ［ 7% ］ 75    ［ 9% ］ 4      ［ 1% ］ 20    ［ 9% ］ 2,194    ［ 9% ］

集落協定総数 1,322  ［ 100% ］ 827   ［ 100% ］ 271   ［ 100% ］ 224   ［ 100% ］ 23,266  ［ 100% ］

令和３年度マスタープランの内容選択数［割合］

全国都府県

目指すべき将来像

岐阜県 愛知県 三重県

管内

注：　［割合］は、各項目に取り組んだ集落協定数の各集落協定総数に対する割合。

将来像を実現するための活動方策



（２）農業生産活動等として取り組むべき事項（集落協定で必ず取り組む事項（必須事項））
必須事項の取組では「（鳥獣害防止のための）柵・ネット等の設置」が管内75%、また、選択的必須

事項の取組では「周辺林地の下草刈」が87%と高く、いずれも全国都府県に比べて高くなっています。
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（３）集落戦略の策定状況
体制整備単価を受給する要件である「集落戦略の策

定」に取り組む協定のうち、令和３年度において策定
済みとなった協定は、管内24％となり、全国都府県の
16％に比べて高くなっています。

岐阜県 愛知県 三重県

体制整備単価取組協定数 1,071           734             198             139             17,758         

集落戦略策定済み協定数 213             177             -                 36               2,884           

策定割合 20% 24% -                 26% 16%

令和３年度 集落戦略の策定状況

管　　内
全国都府県

賃借権設定・農作業の委託 447         ［ 34% ］ 352         ［ 43% ］ 47           ［ 17% ］ 48           ［ 21% ］ 7,731 ［ 33% ］
既荒廃農用地の復旧、林地化、畜産的利用 2             ［ -       ］ 2             ［ -       ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ 69 ［ 0% ］
既荒廃農地の保全管理 36           ［ 3% ］ 32           ［ 4% ］ -              ［ 0% ］ 4             ［ 2% ］ 1,450 ［ 6% ］
農地の法面管理 894         ［ 68% ］ 548         ［ 66% ］ 173         ［ 64% ］ 173         ［ 77% ］ 17,359 ［ 75% ］
柵、ネット等の設置 985         ［ 75% ］ 584         ［ 71% ］ 206         ［ 76% ］ 195         ［ 87% ］ 12,122 ［ 52% ］
限界的農地の林地化 -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ 112 ［ 0% ］
簡易な基盤整備 82           ［ 6% ］ 67           ［ 8% ］ 3             ［ 1% ］ 12           ［ 5% ］ 1,566 ［ 7% ］
担い手の確保 59           ［ 4% ］ 40           ［ 5% ］ 2             ［ 1% ］ 17           ［ 8% ］ 941 ［ 4% ］
地場農産物の加工・販売 7             ［ 1% ］ 5             ［ 1% ］ -              ［ -       ］ 2             ［ 1% ］ 209 ［ 1% ］
その他 29           ［ 2% ］ 26           ［ 3% ］ -              ［ -       ］ 3             ［ 1% ］ 671 ［ 3% ］
水路の管理 1,310       ［ 99% ］ 815         ［ 99% ］ 271         ［ 100% ］ 224         ［ 100% ］ 22,114 ［ 95% ］
農道の管理 1,304       ［ 99% ］ 817         ［ 99% ］ 271         ［ 100% ］ 216         ［ 96% ］ 22,887 ［ 98% ］
その他の施設の管理 1             ［ 0% ］ 1             ［ 0% ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ 822 ［ 4% ］
周辺林地の下草刈 1,144       ［ 87% ］ 717         ［ 87% ］ 251         ［ 93% ］ 176         ［ 79% ］ 16,290 ［ 70% ］
土壌流亡に配慮した営農 8             ［ 1% ］ 4             ［ -       ］ -              ［ -       ］ 4             ［ 2% ］ 427 ［ 2% ］
棚田オーナー制度 5             ［ 0% ］ 4             ［ 0% ］ 1             ［ -       ］ -              ［ -       ］ 116 ［ 0% ］
市民農園等の開設・運営 5             ［ 0% ］ 4             ［ 0% ］ -              ［ -       ］ 1             ［ 0% ］ 105 ［ 0% ］
体験民宿（グリーン・ツーリズム） 1             ［ 0% ］ 1             ［ 0% ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ 113 ［ 0% ］
景観作物の作付け 208         ［ 16% ］ 104         ［ 13% ］ 17           ［ 6% ］ 87           ［ 39% ］ 6,315 ［ 27% ］
魚類・昆虫類の保護 22           ［ 2% ］ 14           ［ 2% ］ 4             ［ 1% ］ 4             ［ 2% ］ 388 ［ 2% ］
鳥類の餌場の確保 23           ［ 2% ］ 14           ［ 2% ］ 2             ［ 1% ］ 7             ［ 3% ］ 268 ［ 1% ］
粗放的畜産 -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ -              ［ -       ］ 156 ［ 1% ］
堆きゅう肥の施肥、拮抗作物の利用、合鴨・鯉の

利用、輪作の徹底、緑肥作物の作付
31           ［ 2% ］ 24           ［ 3% ］ 6             ［ 2% ］ 1             ［ 0% ］ 2,193 ［ 9% ］

その他活動 45           ［ 3% ］ 42           ［ 5% ］ -              ［ -       ］ 3             ［ 1% ］ 521 ［ 2% ］
1,322 ［ 100% ］ 827 ［ 100% ］ 271 ［ 100% ］ 224 ［ 100% ］ 23,266 ［ 100% ］

注：　［割合］は、各項目に取り組んだ集落協定数の各県等ごとの集落協定総数に対する割合。

令和３年度 農業生産活動等として取り組むべき事項の選択状況［割合］

管内
全国都府県

岐阜県 愛知県 三重県

（必須事項）

農業生産活

動等

（選択的必須

事項）

多面的機能

を増進する

活動

集落協定総数

水路・農

道等の管

理活動

耕作放棄

の防止等

の活動

国土保全

保健休養

自然生態

系の保全



９ 交付金の配分割合
集落協定における交付金の共同取組活動への配分割合

は、47.0％となり、全国都府県とほぼ同様の割合と
なっています。

共同取組活動への配分割合別集落協定数をみると、
50%以上75%未満が401協定（30%）と最も多く
なっています。また、共同取組活動の交付金の支出割
合は、「積立・繰越」が32.4％と最も高く、次いで
「農道・水路管理費」が21.3% となっています。

交付金の配分割合
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東海管内における共同取組活動の交付金の支出割合

827 43 104 203 302 24 151
[ 100% ] [ 5% ] [ 13% ] [ 25% ] [ 37% ] [ 3% ] [ 18% ]

271 42 93 54 52 8 22
[ 100% ] [ 15% ] [ 34% ] [ 20% ] [ 19% ] [ 3% ] [ 8% ]

224 62 41 39 47 7 28
[ 100% ] [ 28% ] [ 18% ] [ 17% ] [ 21% ] [ 3% ] [ 13% ]

1,322 147 238 296 401 39 201
[ 100% ] [ 11% ] [ 18% ] [ 22% ] [ 30% ] [ 3% ] [ 15% ]

23,266 1,416 3,584 6,593 8,763 633 2,277
[ 100% ] [ 6% ] [ 15% ] [ 28% ] [ 38% ] [ 3% ] [ 10% ]

注：　［割合］は、各配分割合別協定数の全協定数に対する割合。

100%未満

令和３年度　共同取組活動への配分割合別集落協定数 ［割合］

計 0% 25%未満 25%以上 50%以上 75%以上 100%

50%未満 75%未満

管内

全国都府県

岐阜県

愛知県

三重県

役員報酬

7.1%

研修会等費

1.4%

農道・水路

管理費

21.3%

農地管理費

18.1%

鳥獣被害

防止対策費

5.4%

共同利用機械

購入等費

6.0%

共同利用施設

整備等費

2.3%

多面的機能

増進活動費

1.0%

その他

5.0%

積立・繰越

32.4%

共同取組活動 個人

岐阜県 48.1% 51.9%

愛知県 26.8% 73.2%

三重県 41.4% 58.6%

47.0% 53.0%

46.0% 54.0%

令和３年度

全国都府県

管内


